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要旨
　情報通信研究機構（NICT）では、将来の宇宙光通信の実現に向けて、通信品質の改善や将来必要と
なる要素技術の研究開発を行っている。宇宙航空研究開発機構（JAXA）の開発した光衛星間通信実験
衛星「きらり」（OICETS）は、2005 年 8月にドニエプルロケットによりカザフスタンから打ち上げ
られ、軌道高度 610 km、軌道傾斜角 97.8°の太陽同期軌道へ投入された。その後 2005 年 12 月に「き
らり」と欧州宇宙機関（ESA）の静止衛星ARTEMIS との間で、世界初の双方向光衛星間通信実験が
成功裏に実施された。「きらり」は、慣性空間に衛星姿勢を固定することにより、静止衛星方向のみで
はなく光地上局の方向へも光アンテナを指向することができるため、東京都小金井市にあるNICT の
光地上局上空において、地上‒低軌道衛星間で光通信実験を行うことが可能である。本実験の目的は、
大気ゆらぎの影響下において、「きらり」の捕捉追尾性能を確認すると共に、NICT 光地上局の追尾指
向性能についても確認し、地上‒低軌道衛星間での光通信の可能性を実証することである。「きらり」
を用いた光地上局通信実験は、フェーズ 1‒3 となる 2006 年 3、5、9月と、フェーズ 4となる 2008
年 10 月から 2009 年 2月にかけて JAXAとの共同研究の下に実施された。本稿では、NICT 光地上局
のレーザ通信システムを概説し実験結果を報告する。

    The National Institute of Information and Communications Technology (NICT) conducts re-
search and development of laser communication technologies that are needed for the realiza-
tion and quality improvement of optical space communications. In-orbit verifi cation of the inter-
orbit optical communication link experiment between the Optical Inter-orbit Communications 
Engineering Test Satellite (OICETS), dubbed “Kirari”, developed by JAXA and ESA's ARTEMIS 
satellite was successfully conducted in December, 2005. Kirari was launched by a Dnepr 
Launch Vehicle from the Baikonur Cosmodrome in the Republic of Kazakhstan and injected into 
low earth orbit (LEO) at an altitude of 610 km and an inclination of 97.8°. The functions of the 
satellite systems had been checked during fi rst three months, and the acquisition and tracking 
of stars and planets was successfully performed. In December 2005, the fi rst bi-directional laser 
communications link between Kirari and ARTEMIS was successfully established. The Kirari opti-
cal communication demonstration experiment with the NICT optical ground station (KODEN) 
could be realized because the optical antenna can point toward the optical ground station with 
a special satellite attitude control. The objectives of KODEN are to confi rm the tracking abilities 
of Kirari and the optical ground station under the atmospheric turbulence, and to verify the ca-
pability of the laser communications in ground-to-LEO satellite links. The Phases 1, 2, and 3 of 
bi-directional ground-to-satellite laser communication experiments were successfully performed 
in March, May, and September of 2006. The Phase-4 experiment was conducted from October, 
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1　まえがき

　宇宙における空間光通信は、搬送波の周波数が
非常に高く、小型・軽量化、高速・大容量化し易
いなどの特徴を有し、法的規制を受けずに周波数
資源を開拓できることから、将来に向けて電波よ
りも有望な手段である｠［1］［2］。とりわけ低軌道衛
星から地上への光による超高速データ伝送系の開
発は、年々増加する地球観測衛星などの膨大な
データを伝送する上で、将来の有力な通信手段を
確立するための第一歩となる｠［3］。この様な高速
ダイレクトリンクを用いるシステムでは、通信リ
ンクを大気伝送下でも安定させるアップリンク送
信を行う必要があり、その光伝送方式の技術実証
は重要である。
　宇宙航空研究開発機構（JAXA）の開発した光
衛星間通信実験衛星「きらり」（OICETS）は、
2005年 8月にドニエプルロケットによりカザフ
スタンから打ち上げられ、軌道高度 610 km、軌
道傾斜角 97.8°の太陽同期軌道へ投入された。そ
の後 2005年 12月に「きらり」と欧州宇宙機関
（ESA）の静止衛星ARTEMISとの間で、世界
初の双方向光衛星間通信実験が成功裏に実施され
た｠［4］。これらの成果については、本特集号
3-1、3-2を参照されたい。
　「きらり」は、慣性空間に衛星姿勢を固定する
ことにより、静止衛星方向のみではなく光地上局
の方向へも光アンテナを指向することができる。
そのため、東京都小金井市にある情報通信研究機
構（NICT）の宇宙光通信地上局（以下、NICT
光地上局）の上空において、地上‒低軌道衛星間
で光通信実験が行われた｠［5］。この実験において、
地上‒衛星間においては、大気ゆらぎが大きく、　
その抑制を行う技術が必要であることが明らかと
なった。そこで、NICTでは、新たに、シングル
モードファイバにカップリングするための精追尾

機構や｠［6］、符号化により通信品質の向上を目指
すため、フィールドプログラマブルゲートアレイ
（FPGA）ベースのリアルタイムLDPC（Low 
Density Parity Check）符号のデコーダを開発
し｠［7］［8］、それらを、実際の地上‒低軌道衛星間の
光通信リンクで動作実証を行った（本特集号
4-3、4-4を参照）。本稿では、その中で「きら
り」を用いたNICT光地上局のレーザ通信シス
テムの概要と、その実験結果を報告する。

2　宇宙光通信の歴史

2.1　衛星へのレーザ伝搬に関する研究
　大気ゆらぎによるレーザ伝搬理論は 1970年代
から研究が盛んに行われてきた｠［9］［10］。しかし、
衛星へのレーザ伝送は、アップリンク伝送におけ
るシンチレーション（規格化分散値）について、
弱いゆらぎの領域において平面波にしたガウス
ビームのモデルを用いて、1967年にFriedによ
り初めて理論検討が行われた｠［11］。その後 1968
年、Minott によりCWアルゴンレーザが、軌道
高度 1250 kmを航行するGEOS-Ⅱ衛星へ照射さ
れ、シンチレーションのデータが取得された。衛
星仰角 45度以上においては、対数正規分布、パ
ワースペクトル密度及び確率密度分布等は理論に
合うが、一方で低仰角では説明がつかなかっ
た｠［12］。1973 年には、Titterton が Friedと似た
理論検討を行い、集光したビームがシンチレー
ションを低減することを見出した｠［13］［14］。Fried
は、また、受信信号の確率密度分布においてビー
ムの指向誤差があるときの影響を考慮し、対数強
度が指数分布になることを見出した｠［15］。1977 年
に は、Buftonに よ り、軌道高度 1800 km ～
2000 kmを航行するGEOS-Ⅲ衛星のコーナー
キューブ反射器（CCR）へ光地上局からレーザ
が照射され、CCRからの反射光が測定され、理

2008 to February 2009 under the research collaboration with JAXA. In this paper, the results of 
the Phase 1-4 KODEN experiments are summarized.

［キーワード］
光衛星間通信実験衛星，光通信，光地上局，大気ゆらぎ，低軌道衛星
OICETS, Kirari, Optical communication, Optical ground station, Atmospheric turbulence, Low 
earth orbit
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論モデルと比較された。規格化分散値の測定デー
タは、概して 2から 4倍理論値との乖離が見ら
れた｠［16］。
　1983年にYuraとMcKinleyは、波長1‒10μm
帯における球面波が、地上‒衛星間を伝搬する際
のフェージングとサージの理論検討を発表した。
この理論は、ある与えられた対数強度の分散値に
おいて、ある閾値レベルより上下する信号の時間
率や平均持続時間、及びフェードとサージの平均
時間長を含んでいる｠［17］。1990 年代には、米国に
おいて、Relay Mirror Experiment（RME）と
いうレーザ反射実験が行われた。これは、アルゴ
ンレーザとNd:YAGレーザを合わせた 3本の
レーザが、ハワイのAir Force Maui Optical 
Station（AMOS）光地上局より送信され、軌道
高度 350 kmのRME衛星で反射され、地上局に
おいて歪んだ送信レーザのビームプロファイルが
測定された｠［18］。1994 年には、Kiasaleh により
大気ゆらぎと指向誤差が両方存在する際の確率密
度関数（PDF）が導出され、ガリレオ衛星へ
レーザ伝送を行ったGOPEXでの実験結果をも
とに、追尾誤差に起因する残留指向誤差が検討さ
れた｠［19］。1995 年には、Shelton が LACE衛星
へガウスビームをアップリンク伝送し、大気ゆら
ぎによる対数振幅の分散やパワースペクトル密度
がハワイにおいて測定され、理論予測と良い一致
が示されている｠［20］。
　1995 年には、Andrewsらにより、衛星レーザ
通信システムにおいて、ビームサイズ、シンチ
レーションインデックス、フェード時間率、平均
フェード回数、平均フェード時間といった統計量
が、アップリンクとダウンリンク両方の伝搬路に
おいて弱いゆらぎの条件下で導き出された｠［21］。
2000 年には、Andrewsらは、その理論をやや強
いゆらぎ、及び強いゆらぎの条件下にも適用でき
るように拡張した。そのシンチレーションモデル
は、回折のような小さいスケールの変動が、屈折
のような大きいスケールの変動で変調されるよう
なプロセスとして導出されている。これらの結果
は、衛星仰角が 30～ 45度以上になるような、弱
いゆらぎの領域でも適用可能である。やや強いゆ
らぎ、及び強いゆらぎの領域では、確率密度関数
（PDF）はガンマ‒ガンマ分布でよく説明がつき、
実験データともよく一致をみている｠［22］‒［24］。

2.2　NICTにおけるレーザ伝送実験
　NICTでは 1970年代から、地上におけるレー
ザの大気伝搬の研究を行ってきた｠［25］［26］。技術
試験衛星Ⅲ型（ETS-Ⅲ）へは、搭載ビジコンカ
メラを利用した地上‒衛星間でのレーザ伝送実験
を始め｠［27］、静止気象衛星（GMS）へは波長
0.5μmで世界初のレーザ伝送実験に成功し｠［28］、
赤外の炭酸ガスレーザ（波長：10.6μm）において
も伝送実験に成功した｠［29］。海洋観測衛星1号 b
（MOS-1b）においても、レーザ伝送が地球画像
の校正への応用実験として行われた｠［30］。1989 年
に宇宙光通信地上局が設置されると｠［31］、衛星
レーザ測距システムにより測地衛星（Ajisai、
LAGEOS）や、炭酸ガスレーザレーダによる
ADEOS（RIS）の観測が行われ｠［32］［33］、H-ⅡA
試験フライトレーザ測距装置（LRE）やAD-
EOS2の測距に成功している｠［34］［35］。1994 年か
ら 1996年にかけては、技術試験衛星Ⅵ型（ETS-
Ⅵ）に搭載した光通信基礎実験装置（LCE）を
用いて、地上‒衛星間における光通信実験が世界
で初めて成功裏に実施された｠［36］［37］。また、
2004年には、NICT光地上局の捕捉追尾精度が
維持されていることを確認するために、マイクロ
ラブサット 1号機（μ-LabSat）｠［38］に搭載した
CMOSカメラ（CMR）へのレーザ伝送を、成功
裏に実施してきた｠［39］。NICTでは本稿で述べる
「きらり」との光通信実験の後、将来 50 kgクラ
スの超小型衛星により軌道上における小型光通信
ターミナルの宇宙実証を考えている｠［40］。NICT
光地上局はそれらにも重要な役割を果たすため、
追尾及び指向精度などを低軌道衛星で検証するこ
とは重要な課題である。

2.3　世界初の低軌道衛星による光通信実験
　静止軌道衛星への光通信実験は、ESAにおい
てARTEMISを用いた実験｠［41］、NICTにおいて
行われたETS-Ⅵを用いた実験等がある｠［36］。し
かし、低軌道衛星を用いた光通信実験は、移動速
度が速く静止軌道衛星と比較して捕捉追尾が難し
い。1994年にRMEというレーザ反射ミラーを
搭載した衛星に、光地上局からレーザを伝送し、
衛星で反射して異なる光地上局へ伝送する実験が
Ball Aerospace によって行われた例がある。し
かし、本実験は大気ゆらぎの影響は測定され報告
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がなされているが、通信までは行われていな
い｠［18］。米国国防総省（DOD）による開発では、
弾道弾防衛局（BMDO）により開発された
STRV2という光通信機器が低軌道衛星のTSX-5
衛星に搭載され 2000年 6月に打ち上げられた。
1 Gbpsの通信が可能であったが、衛星のヨー軸
周りの姿勢誤差が大きく光通信は実現しなかっ
た｠［42］。「きらり」を用いた地上‒衛星間の光通信
実験は、「きらり」が低軌道衛星であるという点
において、今回の実験が世界初となった。

3　実験概要と目的

3.1　実験システムの構成
　「きらり」を用いたNICT光地上局通信実験
は、JAXAとNICTとの共同研究により 2006年
3、5、9月と、2008年 10月から 2009年 2月に
かけて実施された。図 1に実験の概要を示す。
衛星は JAXAにより事前に送信されたコマンド
によって制御され、ストアコマンドによる自動実
行により、NICT光地上局が可視になる間レーザ
通信実験が行われる。衛星搭載の光通信機器は、
26 cm直系のカセグレン型の望遠鏡を有し、光地
上局実験時には姿勢を地球指向とする。NICT光
地上局は、東京都小金井市に位置し、NICTに
よって運用される。NICT光地上局は、計画され
た実験開始時刻に衛星追尾を開始し、双方向の
レーザ通信を行う。

3.2　実験の目的
　「きらり」を用いた光地上局通信実験の目的は、

大気ゆらぎの影響下において、「きらり」の捕捉
追尾性能を確認すると共にNICT光地上局の追
尾指向性能を確認することを目的としている。光
地上局側においては、
（1）低高度周回衛星と地上間の世界初光通信リ

ンクを形成・維持できることを実証し、光
地上局の最適構成に関する知見を獲得する
こと

（2）搭載コーナーキューブリフレクタ（CCR）
による追尾性能向上を図ること

（3）光伝搬データの取得と大気ゆらぎなどの影
響を検証すること

等の利点が挙げられる。また、衛星側においては
利点として以下がある。
（1）ARTEMIS実験では実施不可能であった高

速な光学系駆動時の搭載光ターミナル（光
衛星間通信機器LUCE）制御系の限界性能
の評価

（2）慣性固定姿勢制御時の衛星バス系の姿勢制
御精度及び姿勢安定度の評価

（3）CCRによるレーザ測距により、衛星の軌道
改良に資すること

（4）「きらり」衛星の利用と有効活用
（5）大容量データの地上への直接伝送が可能
上記により、対静止衛星用に設計された光通信
ターミナルが、低軌道衛星として光地上局と通信
できる捕捉追尾性能があることを実証すること
で、将来の通信需要をにらみ、低軌道からの高速
直接ダウンリンクの可能性を示すことが出来る。

4　NICT光地上局システム

4.1　NICT光地上局の構成
　光宇宙通信において大気ゆらぎを抑え、レーザ
光のアップリンク信号を安定化するには、マルチ
ビームによりレーザを空間的に複数伝送するマル
チビーム伝送方法｠［43］や、補償光学（Adaptive 
Optics）により実時間で大気ゆらぎを補償する
方法がある｠［44］。前者のマルチビームでの伝送を
行うには、複数のインコヒーレントなレーザ光源
からのビームを空間的に平行に送信するか、単一
レーザ光源からのビームを空間的に複数に分けて
コヒーレンス時間より長くなるように遅延を与え
た後、再びビームを合成する方法がある｠［45］。本

OICETS-NICT光地上局間光通信実験の構
成

図1
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実験では、この遅延によるビーム合成を行った。
アップリンクには、1.5 m望遠鏡が用いられ、ダ
ウンリンクの受信には、1.5 m望遠鏡のサブ開口
が用いられた。表 1に、レーザの諸元を示す。

4.2　送信系システム
　図 2に、送信系のブロック図を示す。通信用
ビームは 1.5 m望遠鏡から送信されている。光源
は、広い広がり角を持つビーコン光と、狭い広が
り角を持つ通信光を用いた。ビーコン光の光学系
は、1.5 m望遠鏡の下方に設置され、レーザは、
波長 808 nmでビーム広がり角 9 mradで送信さ
れた。これは、衛星の予測軌道誤差と、光地上局
の指向誤差を考慮しても、十分マージンのある広
がり角である。ビーコン光は半導体レーザにより
コア系 400μmのマルチモードファイバにより
フィードされ、最大 30 Wの出力が可能であり、
コリメート後に図 3に示す 1.5 m望遠鏡の下方か
ら平行に送信される。図 4と図 5に、ビーコン
用レーザのビームプロファイルと波面誤差を示
す。ビーコン用ビームは、波面誤差 0.150λ
（rms）程度となっている。
　通信レーザ送信光学系はクーデ室内にある光学
ベンチに設置され、クーデパスを通り図 6に示
すように 1.5 m望遠鏡から送信される。レーザ

レーザビームの諸元表1

Uplink Downlink
Beacon Communication

Wavelength 808 nm 815 nm 847 nm
Beam divergence angle, 

(after 2008) 9 mrad 204μrad
(168μrad) 5.5μrad

Beam size 17 mmφ 710 mmφ 120 mmφ
Transmitted power
(at telescope aperture) 30 W (max) 10 mW 53 mW

Signal format CW 2 PPM NRZ
Data rate ̶ 2.048 Mbps 49.3724 Mbps
Polarization Random LHCP, Random LHCP

Number of beams 1 4 1
Receiving aperture diam. 

(March) 26 cmφ 26 cmφ 20 cmφ

Receiving aperture diam.
 (after May, 2006) 26 cmφ 26 cmφ 31.8 cmφ

(sub-aperutre in 1.5-m telescope)
Notes: 2 PPM: 2-pulse position modulation, NRZ: non-return to zero, LHCP: left-hand circular polarization

送信系のブロック図図2

NICT光地上局の1.5 m望遠鏡とビーコン
ビームの設置位置

図3
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は、波長 815 nm、500 mW（変調時）出力をも
つ、伝送速度 2.048 Mbpsで強度変調可能なマル
チモードファイバ出力の半導体レーザを用いた。
このとき、1.5 m主鏡でのビームサイズは
71.2 cmで、大気ゆらぎを低減するため、4本の
ビームが平行に射出された（図 7）。ビーム広が
り角は、衛星の追尾誤差があることと、光行差補
正角度を考慮し、168μrad（全角）に設定した。
図 8に示すように、ビームの本数を多くするほ
ど分散値は小さくなることが分かる。4本のビー
ムはそれぞれ平行に切ったバルク光学素子により
形成されており、時間遅延を与えられ十分な精度
で並行に反射され射出される。この時、遅延時間
は送信データのビット周期に対しては十分無視で
き、かつ、レーザが干渉しないようにコヒーレン
ス時間以上に時間遅延を与え送信されている。図
9と図 10に、送信レーザのビームプロファイル
と波面誤差を示す。通信用ビームは、コア系

100μmのマルチモードファイバから射出されて
おり、波面誤差は 0.104λ（rms）程度となって
いる。

ビーコンビームの波面誤差図5

ビーコンビームのビーム強度プロファイル図4
NICT光地上局の1.5 m望遠鏡と通信用
レーザ及び受信用光学系

図6

望遠鏡ドームに投影された4本の通信用
レーザのビームパタン

図7

ビーム本数による確率密度分布の変化図8
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4.3　受信系システム
　受信用の光学系は、2006年の実験では、図 6
に示すように、1.5 m望遠鏡の右肩上に設置さ
れ、20 cm開口の望遠鏡で受信する構成とした。
また、2008年以降の実験では、受信用の光学系
は、送信系と同じ 1.5 m望遠鏡のサブ開口を用い
て受信を行い、受信光学系はクーデベンチ上に設
置された。図 11に受信系のブロック図を示す。
受信したレーザ光は、通信信号と追尾信号へ分け
られる。OICETSからのレーザ光は、視野角の
異なるいくつかのCCDカメラにより受信され、
4分割光検出機（QD）や通信用のアバランシェ
光受信器（APD）により受信され、ビット誤り
率（BER）が測定される。49.3724 Mbpsのデー
タストリームは、同時にデータ収集系のコン
ピュータによりシリアル／パラレル変換をした後
保存される。今回使用したAPDの理論値は
BER＝ 10－6 において－ 48.4 dBmであり、実測
値としては変動のない試験環境では、図 12に示
すように、BER＝ 10－6 における受信感度は

－ 46 dBmとなり 2.4 dBの差であった。
　フェーズ 4の実験では、符号化実験のため、
リアルタイムLDPCデコーダがFPGAをベース
に開発された。符号長は、ハードウエアの実装リ
ソースの制限により、912ビットが限界であった
が、このほかに符号化レートの異なる 3パター
ンが設計された。実際の実験では、2008年 12月
と 2009 年 1月に、実際の地上‒衛星間の光通信
リンクで設計したLDPC符号の伝送試験が実施
された。実験機会の制約により、設計した符号の
内、2パターンの符号の伝送が実施された（詳細
は本特集号4-4参照）。また、シングルモード
ファイバへカップリングするため精追尾機構が開
発された。ピエゾアクチュエータを用いた圧電素
子がミラーの偏向に用いられ、プリロードをかけ
ることでヒステリシスを低減した。周波数応答と
しては、2 kHzを超える特性を有しており、大気
ゆらぎによるレーザの到来角度変動を補償するこ
とができる（詳細は本特集号4-3参照）。

送信レーザのビームプロファイル図9

送信レーザの波面誤差図10 光受信器のBER特性図12

受信系のブロック図図11
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4.4　DIMM法による大気ゆらぎ測定
　大気ゆらぎの測定装置として、DIMM（Diff er-
ential Image Motion Monitor）法を用いて測定
を行った｠［46］。ウェッジを用いて、CCD上に複
数のスポットを形成し、その相対的な間隔の変化
を統計処理することにより、大気のコヒーレンス
長 r0 の測定を行っている。この方法は、望遠鏡
が追尾誤差を生じても、それぞれのスポットの相
対位置は変化しないので、影響を受けにくいとい
うメリットがある。図 13に、大気ゆらぎ測定シ
ステム（DIMM法）の構成と、表 2に大気ゆら
ぎ測定システム（DIMM法）の諸元を示す。

4.5　レーザの安全管理
　地上から送信する通信用レーザは、望遠鏡から
出力される時 10 mW（変調時）以下の出力であ
り、十分安全なレベルである。しかし、レーザの
安全を考慮し、NICT光地上局からは、仰角 15
度以上にならないとレーザを発射しないという運
用を行った。また、近くに航空機が飛行していな
いかどうかを、航空機レーダや人による目視を実
験中に常に行い、レーザ送信に対する安全対策を
施した。さらに、レーザ伝送実験を行う日には、
警察や消防など周辺地域の関係機関への周知も
行った。

5　地上‒衛星間レーザ通信の実験結
果

5.1　実施結果サマリ
　地上‒衛星間のレーザ通信実験は、フェーズ
1‒3となる 2006年 3、5、9月と、フェーズ 4と
なる 2008年 10月から 2009年 2月にかけて、夜
中の 1時から 2時に可視となるパスで実施され
た。表 3（a）と表 3（b）に、実験実施結果を示
す。図 14に示す統計結果より、2006年の実験か
ら合計して、部分的に晴天があれば、56％の確
率で光回線が確立されている。
　図 15と図 16に、レーザの受信強度から見積
もった大気減衰の累積確率分布を示す。これよ
り、NICT光地上局のサイトからは、56％の確率
で衛星にアクセス可能であり（図 15）、光回線が
確立した際には平均 4.5 dBの大気損失があると
読み取ることが出来る（図 16）。これらは、

大気ゆらぎ測定システム（DIMM法）の
構成

図13

大気ゆらぎ測定システム（DIMM法）の諸
元

表2

Specifi cation Value
Telescope aperture 
diameter

20 cm (March, 2006)
1.5 m (after May, 2006)

Magnifi cation 10 (March, 2006)
15.9 (after May, 2006)

Diameter of subap-
erture

3.0 cm (March, 2006)
4.8 cm (after May, 2006)

Distance between 
subapertures

9.0 cm (March, 2006)
14.3 cm (after May, 2006)

Number of the sub-
apertures

4

Wedge angle 1 deg
ICCD sensor Hamamatsu C5909-12
Exposure time 0.3 ms
CCD image pixel 
size

768 × 494

Grabbed image 
pixel size

640 × 480

Measured frame 
rate

30 fps
光回線確立の統計結果図14
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フェーズ1‒3におけるOICETS-NICT光地上局間光通信実験の実施結果表3（a）

Test date Session No. Link established Weather
21st March, 2006 1st Yes Clear
23rd March, 2006 2nd No Cloudy
28th March, 2006 3rd Yes Clear
30th March, 2006 4th Yes Partly cloudy
9th May, 2006 5th No Rainy
11st May, 2006 6th Yes Partly cloudy
16th May, 2006 7th Yes Cloudy
18th May, 2006 8th No Rainy
23rd May, 2006 9th Yes Partly cloudy
25th May, 2006 10th Yes Partly cloudy

5th September, 2006 11th Yes Clear
7th September, 2006 12th Yes Partly cloudy
12th September, 2006 13th No Rainy
14th September, 2006 14th No Cloudy
19th September, 2006 15th Yes Clear
21th September, 2006 16th Yes Partly cloudy
26th September, 2006 17th No Rainy
28th September, 2006 18th No Cloudy

フェーズ4におけるOICETS-NICT光地上局間光通信実験の実施結果表3（b）

Test date Session No. Link established Weather
16th October, 2008 1st No Clear
21st October, 2008 2nd Yes Clear
23rd October, 2008 3rd No Cloudy
28th October, 2008 4th Yes Cloudy
30th October, 2008 5th No Cloudy
4th November, 2008 6th No Clear
6th November, 2008 7th No Cloudy
11th November, 2008 8th No Partly cloudy
13nd November, 2008 9th Yes Clear
18th November, 2008 10th Yes Clear
20th November, 2008 11th Yes Clear
25th November, 2008 12th No Cloudy
27th November, 2008 13th No Rainy
2nd December, 2008 14th Yes Clear
4th December, 2008 15th Yes Thin clouds
9th December, 2008 16th No Rainy
11th December, 2008 17th Yes Clear
16th December, 2008 18th Yes Partly cloudy
18th December, 2008 19th Yes Clear
23rd December, 2008 20th Yes Clear
25th December, 2008 21st Yes Clear
8th January, 2009 22nd No Rainy
13th January, 2009 23rd Yes Clear
15th January, 2009 24th Yes Clear
20th January, 2009 25th Yes Partly cloudy
29th January, 2009 26th No Cloudy
10th February, 2009 27th No Clear
24th February, 2009 28th No Cloudy
26th February, 2009 29th No Rainy
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NICT光地上局においての年間を通じた大気透過
特性とみなすことができ、統計的にサイトの特性
を示すデータとして意味がある。

5.2　衛星初期捕捉
　図 17は、1.5 m望遠鏡に設置したCCDカメラ
で撮影された、OICETS搭載光ターミナルから
のレーザビームを撮影したものである。真ん中の
スポットが衛星からのレーザ光で、下から線のよ
うに延びているのがビーコン光の後方散乱であ
る。様々な天候で実験を実施したが、レーザの追
尾は、雲天を横切りながらも継続可能である。初
期捕捉の手順は次のようになる。まず、ビーコン
ビームと通信ビームを光地上局から両方送信す
る。次に、光地上局で初期誤差角度をオフセット
補正し、バイアスエラーを取り除く。望遠鏡が光
学的にアライメントされると、ビーコンビームは
シャッタによりオフされ、変調された通信ビーム
のみが伝送される。この間、約 10 ～ 20秒程度

である。衛星からのレーザは、6μrad程度の広
がり角しか持たないため、1000 kmの距離から
のレーザは地上で 6 m程度のビームにしかなら
ない。図 17でレーザ光が見えているということ
は、アクティブにこの精度が制御されているとい
うことであり、非常に高精度な追尾が達成されて
いることが分かる。

5.3　初期捕捉オープン指向誤差
　図 18（a）と図 18（b）に初期捕捉時のオープ
ン指向誤差を示す。オープン指向誤差とは、軌道
要素から計算し予測した望遠鏡の指向方向と、実
際に捕捉された方向との差のことである。フェー
ズ 1‒3では、衛星における最大の初期オープン
指向誤差は、0.259°であった。JAXAにより衛星
における時刻誤差が改善され、最小時には 0.08°
程度、平均では 0.152°（2.65 mrad）であった。
NICT光地上局における衛星方向の初期捕捉時の
オープン指向誤差は、平均で 0.028°（0.49 mrad）
であった。これは衛星の軌道要素における誤差に
起因するところが大きい。フェーズ 4では、初
期オープン指向誤差は、衛星側で 0.13°以下であ
り、平均では 0.069°（1.2 mrad）となり、NICT
光地上局側でも平均で 0.017°（0.293 mrad）と改
善された。NICT光地上局のビーコン光は、上記
オープン指向誤差の値と比較して十分大きな広が
り角 0.5°（9 mrad全角）で設置したため、それ
をカバーすることができた。図 19に、リンク持
続時間の累積時間確率を示す。図中のPlanned
の累積確率は、計画された全てのパスが晴天であ

全ての天候条件を加味した大気減衰の累
積確率分布

図15

リンクが確立した時の大気減衰の累積確
率分布

図16
地上‒低軌道衛星間の光通信実験の様子図17
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ることを仮定し、NICT光地上局からの衛星仰角
が 15度以上となる実験可能時間を累積すること
により求めたものである。また、図中のMea-
suredは光回線が実際に成立したパスの実験継続
時間の累積を表している。これにより、最大実験
持続時間は 367秒であることが分かる。実際に
は雲等によって遮断されるわけであるが、50％
の確率の所を見ると、1パスの平均的持続時間は
277秒程度となり、また計画された実験時間の方
は 353秒が 1パスの平均的持続時間であるので、
光回線が成立した日には統計的には 1パスの中
で平均 353秒の 78％の時間率で光回線が持続し
たといえる。

5.4　精追尾誤差
　図 20に衛星搭載機器の精追尾誤差を示す。衛
星側の精追尾誤差は、全追尾時間分のデータに対
して誤差の自乗平均を取って時間平均すると、
X方向に 0.67μrad（rms）、Y方向に 1.47μrad
（rms）となり、合計では 2.0μrad（rss）となっ

た。実際には瞬断の追尾誤差のデータも含まれる
ので、これより小さな値となる。この時、指向方
向の真値とは、受信信号を追尾している追尾セン
サの中心軸と、精追尾系で取りきれない残留追尾
誤差を足したものが真値となる。図に示す実測値
の追尾誤差は、この内残留追尾誤差を示してい
る。実際の送信ビームも合わせた総合指向誤差
は、光行差補正角度誤差も含むことになる。一
方、光地上局における指向誤差を図 21に示す。
光地上局では、プログラムによる軌道計算と、マ
ニュアルによるオープン追尾指向制御であるた
め、追尾指向誤差は実験期間中で方位角方向に
23.8μrad（rms）、仰角方向に 32.7μrad（rms）
であり、合計では 45.9μrad（rss）であった。光
地上局の望遠鏡の追尾指向誤差は、光行差補正機
能なしでも通信ビームのビーム広がり角より小さ
く、継続して追尾を行うことが出来た。
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衛星搭載ターミナルの（a）X軸方向、
（b）Y軸方向の精追尾誤差（3月30日
測定）

図20

フェーズ1‒3における初期捕捉時
オープン指向誤差

図18（a）

フェーズ4における初期捕捉時オー
プン指向誤差

図18（b）

実験持続時間の累積確率図19
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5.5　アップリンクとダウンリンクのレーザ伝送
結果

　図 22に、2006 年 9月 19日に測定されたアッ
プリンクとダウンリンクの受信電力の変化を示
す。送信電力は一定であるので、伝送距離に応じ
て受信電力が変化している。このパスでは、最初
の 20秒間は光地上局からビーコンレーザが送信
されており、その後 4本のビームに切り替えて
通信ビームが送信されている。200秒あたりで
ビーム本数を変えて、4本から 1本に変え、さら
に 1本ずつ増加させ順番に実験を行っている。
図 23では、ビームの本数を変化させたときの受
信信号の確率密度分布の測定結果と理論値をプ

ロットしている。これから、マルチビームの送信
により大気ゆらぎの影響が低減できることが分か
る。ダウンリンクでは、実験の最後に 7.0 dBの
アッテネータを挿入し受信器の性能を確かめてい
る。実験は 321秒間成功し、受信電力には時折
不連続な点が見られるが、これは衛星側の追尾系
に事前に予見されていた現象である｠［47］。
　図 24は、2006 年 9月 19日に測定されたアッ
プリンクとダウンリンクのシンチレーションイン
デックスを示している。シンチレーションイン
デックスとは、信号の規格化分散値で、変動がな
いと 0となり、値が 1を超えると平均値より大
きな変動があることを示す指標である｠［48］。最初
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定）

図21

アップリンクとダウンリンクの受信電力
の変化（2006年 9月19日の実験パ
ス）

図22
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図23

アップリンクとダウンリンクのシンチ
レーションインデックスの変化（2006
年 9月19日の実験パス）

図24
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の 20秒間は、アップリンクのシンチレーション
インデックスは 0.6 程度であるが、これはビーコ
ンビームが地上より伝送されていた時間であり、
衛星仰角は 15度程度であった。搭載センサのダ
イナミックレンジの制限により、アップリンクの
受信信号が一部飽和しているが、4本の通信ビー
ムの伝送では、実験期間中小さいシンチレーショ
ンインデックスを維持することができた。ダウン
リンクでは、直径 31.8 cmの望遠鏡開口を用いて
いるため、シンチレーションインデックスは約
0.2 ～ 0.3 以下と開口平均効果｠［49］［50］が確認でき
る。
　図 25と図 26には、アップリンクとダウンリ

ンクの受信強度と周波数パワースペクトル密度の
変化（2006年 3月 28日の実験パス）をそれぞれ
示す。両図とも横軸が実験経過時間を示してい
る。アップリンクで周波数成分が 500 Hzまでし
かプロットされていないのは、衛星搭載機器にお
ける受信レベルのテレメトリのサンプリング周波
数の制約によるものである。図中の周波数成分
は、実験パスの始めと終わりで低くなっている。
実験パスの中盤では、仰角が高くなると共に、衛
星の角速度も増加するためである。周波数成分と
しては、1 kHz程度まで変動周波数成分が存在す
ることが分かる。一例として、図 27にダウンリ
ンクのパワースペクトル密度を周波数に対してプ
ロットした。大気ゆらぎの周波数成分は 1 kHz
程度まで存在することが分かる。

5.6　通信特性
　図 28に、アップリンクのBER特性を示す。
それぞれのデータは、1秒ごとのBERを示して
いる。電力損失は、大気ゆらぎによる変動のため
BER＝ 10－6 で－ 13 dBあることが分かる。ま
た、図 29に、ダウンリンクのBER特性を示す。
それぞれのデータは、1秒ごとのBERを示して
いる。ダウンリンクの大気ゆらぎによる電力損失
は、BER＝ 10－5 で－ 13.5 dBあることが分かる。
これらは、大気ゆらぎの変動による平均的な損失
と考えられ、5.7の回線解析に用いることがで
きる。

パワースペクトル密度（2009年 12月
23日測定）

図27

アップリンクの受信強度と周波数パワー
スペクトル密度の変化（2006年 3月
28日の実験パス）

図25

ダウンリンクの受信強度と周波数パワー
スペクトル密度の変化（2006年 3月
28日の実験パス）

図26
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5.7　回線解析
　表 4に、2008年 11月 13日に実施された光通
信実験の回線解析の例を示す。この解析では、ダ
ウンリンクにはガウスビームのレーザ伝搬理論を
用いた｠［21］。アップリンクには、マルチモード
ファイバからの射出された強度は一様だとして、
平面波を考慮した。フェードとサージレベルは、
センサのダイナミックレンジより小さく、追尾を

持続することができた。また、アップリンクとダ
ウンリンクのBERへの電力損失は、図 28と図
29に示されたとおりであり、リンクマージンは、
測定された結果とほぼ一致している。光地上局シ
ステムには、特に宇宙用の機器を用いているわけ
ではないが、今後商用の無線通信回線として使っ
ていくことが可能であると考えられる。これは符
号化をしない値であるので、Forward Error 

アップリンクのBER測定値（2008年
11月 13日測定）

図28 ダウンリンクのBER測定値（2008年
11月 13日測定）

図29

光通信実験の回線解析例（2008年 11月 13日）表4

Unit
Uplink Downlink

Beacon Tracking Comm. Tracking Comm.

TX power W 3.76 0.36 0.36 0.10 0.10
dBm 35.7 25.6 25.6 20.0 20.0

Beam diameter at telescope cm 1.7 63.5 63.5 12.0 12.0
Pointing jitter μrad (rms) 23.1 23.1 23.1 0.12 0.12

TX beam divergence μrad 9000 167.7 167.7 9.0 9.0
TX optics loss dB － 0.05 － 18.5 － 18.5 － 2.7 － 2.7
Wavelength m 8.08E-07 8.15E-07 8.15E-07 8.47E-07 8.47E-07

Average pointing loss dB 0.0 － 0.3 － 0.3 － 2.3 － 2.3
TX gain dB 53.0 87.5 87.5 116.0 116.0
Distance m 7.07E ＋ 05 7.07E ＋ 05 7.07E ＋ 05 7.07E ＋ 05 7.07E ＋ 05
Space loss dB － 260.8 － 260.7 － 260.7 － 260.4 － 260.4

Atmospheric transmission dB － 1.3 － 1.3 － 1.3 － 1.3 － 1.3
RX antenna diameter cm 26.0 26.0 26.0 31.8 31.8

RX gain dB 120.1 120.0 120.0 121.4 121.4
RX optics loss dB － 2.6 － 7.6 － 7.9 － 19.9 － 19.9

Tracking sensor power dBm － 56.0 － 55.3 － － 29.1 －
Fade level (PF ＝ 10－2) dB － 7.3 － 3.4 － － 1.8 －
Surge level (PS ＝ 10－2) dB 5.5 3.0 － 1.6 －
Dynamic range dB 12.8 6.4 － 3.4 －
RX power dBm － － － 55.6 － － 29.1

Power penalty for average BER dB － － － 13.0 － － 13.5
Data rate bps － － 2.048E ＋ 06 － 4.937E ＋ 07

Sensitivity ( ＠ BER of 10－6) photons/bit － － 200 － 2200
dBm － － － 70.0 － － 45.9

Average margin for BER dB － － 1.4 － 3.3
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Coding（FEC）を用いることで、さらなる通信
品質の改善が可能である。今回、FECとして
LDPC符号を適用し、実際に試験を行った。大
気ゆらぎのフェード時間に対して、符号長を長く
することが重要であることが分かっている。これ
らの経験から、フェージング耐性を持つ通信プロ
トコルが開発されており｠［51］、今後の空間光通信
への適用が期待される。

6　大気ゆらぎの測定結果

　本地上‒衛星間レーザ通信実験では、世界で初
めて低軌道衛星からのレーザ伝搬特性が取得され
たため、そのデータを示すために設けたものであ
る。また、それらの実測データに基づいて大気モ
デルを構築し、大気ゆらぎの大きさや時間変動特
性等の評価を机上で可能とし、将来の地上‒衛星
間のレーザ通信回線のシステム設計や標準化に資
するため下記の通りまとめた。
　6.1では、実測データに基づいてこれまでの
大気ゆらぎモデルに修正を加える。6.2では開
口平均効果による大気ゆらぎの低減の実測データ
を示す。6.3では、シンチレーションインデッ
クスの衛星仰角に対する測定を示し、衛星仰角が
高いほどシンチレーションインデックスが小さく
なることを示す。6.4及び6.5では、天文分野
での大気ゆらぎの指標であるシーイングと大気の
コヒーレンス長を示し、衛星の角速度等の変化に
対して顕著な変化は見られないことを示す。

6.1　NICT光地上局における大気ゆらぎモデ
ルの導出

　 図 30に、2006 年 9月 19日 の 実 験 パ ス の
DIMM法によるシーイング角度の測定結果と、
本実験により導出された大気モデルにより算出さ
れた計算値を示す｠［52］。衛星仰角 35度の時に、
大気のコヒーレンス長は 4.69 cmで、シーイング
角度は 4.75 arcsec であった。図 30に示すシーイ
ングの測定結果を見ると、天頂付近で少し平坦に
なっていることが分かる。これはHufnagel-Val-
ley（HV）モデルでの第 1項が影響していると考
えられる。この為、HVモデルを改良してより良
くフィッティング可能なMを新たに式（1）に導
入している。

（1）

ここで、Mは本稿で新たに導入された係数で、
実験データにフィッティングして得られた係数で
ある。また、hは光地上局の高度で、rms擬似風
速 は、

（2）

ここで、V（h）はバフトン風速モデルで記述さ
れ、

（3）

で表わされる。 は地上における風速、 は衛
星の動きに応じたアンテナのスリュー角速度であ
る。式（1）における定数AとMは、DIMM法
を用いてそれぞれA＝9.0×10－14 m－2/3 とM＝0.2
と見積もられた｠［52］。NICT光地上局の高度
h＝ 122 mにおける構造パラメータは、上記数
値を用いると、Cn2（122 m）＝ 2.68 × 10－14 m－2/3

に相当する。

6.2　開口平均効果の比較
　図 31に、ダウンリンクを異なる開口の光検出
器で受信した場合のシンチレーションインデック
スの比較結果を示す。1.5 cm、5 cm、32 cmの 3
種類の開口径で受信した信号を比較した。開口径
32 cmで受信したシンチレーションインデックス
は小さく、開口径 1.5 cmで受光したシンチレー
ションインデックスは他のものより一番大きく
なった。これは、開口平均効果により｠［49］［50］、

シーイングの測定結果（2006年 9月
19日の実験パス）とHVモデルによる
計算値

図30
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シンチレーションインデックスが小さくなること
を示している。

6.3　シンチレーションインデックスの測定結果
　図 32と図 33はアップリンクとダウンリンク
のシンチレーションインデックスを衛星仰角に対
してプロットしたものである。全体として、仰角
が高くなるほどシンチレーションインデックスは
小さくなっている。図 32のアップリンクでは、
3月 21日と 28日のデータは、ビーコンビームの
みが受信されているため、大きな値となってい
る。4本ビームで送信されているその他について
は、9月 19日の飽和していないデータから、シ
ンチレーションインデックスは 0.1 程度となって
いる。一方、図 33のダウンリンクでは、20 cm
の受信開口径が用いられた 3月 21日から 30日
までのシンチレーションインデックスは大きいの
に比べ、31.8 cmの受信開口径が用いられたそれ
以降の測定では、開口平均効果により 0.2 より小
さくなっている事が分かる。

6.4　シーイングの測定結果
　シーイングとは、望遠鏡などで天体を観たとき
に発生する、星像の位置のゆらぎの分布を角度で
表した尺度であり、通常近似されたガウス分布の
半値幅で表される。図 34‒36 に DIMM法による
シーイングの測定結果を示す。DIMM法では、
大気のコヒーレンス長 r0 の測定が行えるが、
シーイングに換算することも可能である。図 34
と図 35は、シーイングを仰角に対してプロット
したもので、図 35の方は衛星仰角により大気マ
スが変化することを考慮し、天頂角 0度での値
に補正したものである。これらより、シーイング
は、測定値で 5 arcsec から 30 arcsec 程度に分布
している事が分かる。また、図 36は、天頂角に
換算した衛星の角速度に対するシーイングの測定
結果であり、衛星の角速度の変化に対して顕著な
変化は見られない。

6.5　コヒーレンス長の測定結果
　図 34‒36 と同様に、図 37‒39 は、DIMM法に
よる大気のコヒーレンス長 r0 の換算結果を示し
ている。図 37と図 38は、大気のコヒーレンス
長を仰角に対してプロットしたもので、図 38の

方は衛星仰角により大気マスが変化することを考
慮し、天頂角 0度での値に補正したものである。
コヒーレンス長は、測定値で 1 cmから 6 cm程
度に分布している事が分かる。また、図 39の天
頂角に換算した衛星の角速度に対する大気のコ
ヒーレンス長の測定結果より、衛星の角速度の変

異なる開口径（1.5-cm、5-cmおよび
32-cm）で受信したシンチレーションイ
ンデックス（2009年11月20日測定）

図31

衛星仰角に対するアップリンクのシンチ
レーションインデックスの測定結果

図32

衛星仰角に対するダウンリンクのシンチ
レーションインデックスの測定結果

図33
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化に対して顕著な変化は見られない。

7　まとめ

　OICETS-NICT光地上局間光通信実験を実施
し、高速で移動する低高度地球周回衛星‒地上局
間の光通信回線を確立すると共に、大気ゆらぎの

影響も同時に実測することができた。晴天時は全
て捕捉追尾に成功しており、都市近郊の大気ゆら
ぎ存在下でも光リンクが確立できることを実証し
た。アップリンクの信号変動を複数ビームで抑え
ることに成功し、ダウンリンクも開口平均効果に
より信号変動を低減できた。アップリングとダウ
ンリンクのBER特性を測定し、実際の地上‒衛

衛星仰角に対するシーイングの測定結果図34

天頂角に換算した衛星仰角に対するシー
イングの測定結果

図35

天頂角に換算した衛星の角速度に対する
シーイングの測定結果

図36

衛星仰角に対する大気のコヒーレンス長
の測定結果

図37

天頂角に換算した衛星仰角に対する大気
のコヒーレンス長の測定結果

図38

天頂角に換算した衛星の角速度に対する
大気のコヒーレンス長の測定結果

図39
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